
−267−

1．はじめに

　ＯＥＣＤ国際教員指導環境調査（TALIS2013）によると，日本の教員の１週間当たりの勤務時

間は 53.9 時間であり，参加国の平均 38.3 時間と比べ，15.6 時間長く，参加国中最長であった。ま

た，平成 28 年度の「文部科学省教員勤務実態調査」の速報値によると，持ち帰り時間を含まない，

１日または１週間当たりの学校内勤務時間は表１のようになっており，小学校・中学校のどの職種

においても勤務時間は増加傾向にあり，教員の多忙化が叫ばれて久しい。（表１）

表１　教員勤務実態調査（速報値）

　一方，８月末に公表された全国学力学習状況調査を見ると，鹿児島県においては学習の定着に課

題があることが明らかになった。この傾向は鹿児島県だけに留まらず，全国を見ても悩みの多い自

治体や学校が多いと推察できる。これからの学校においても，児童生徒（以下，生徒と略す）に確

かな学力を身につけさせ，進路実現を図り，将来の日本を担っていく生徒を育てていかなければな

らない。同時に業務の効率化を図り，教職員が働きやすい環境を作り，よりよい教育を目指してい

くことが求められている。

　そこで，本校で取り組んでいる事例等を紹介することにより，他校で参考にしたり，よりよい実

践の基礎資料になったりすることを願い，本資料としてまとめることにした。

資 料Bulletin of the Educational Research and Development, Faculty of Education, Kagoshima University
2018, Vol.27, 267-276

教育機能を高める学校経営の工夫

－業務改善と学力向上を目指して－

　　　　　　　　　　　　　　　　　　二　川　美　俊［鹿児島大学教育学部附属中学校］

School management measures to raise educational function
− Aiming for business improvement and academic achievement improvement −
FUTAGAWA Mitoshi

キーワード：業務改善、業務の効率化、学力向上、教育の質の担保

Bulletin of the Educational Reseach and Development  Faculty of Education
Kagoshima University 
2018  Vol.27  00-00 



−268−

鹿児島大学教育学部教育実践研究紀要　第27巻（2018）

2．実践の方法

　生徒の学力向上と教職員の業務削減は，ある面で相反する。しかし，この２つの解決策を探るこ

となく，これからの教育の発展は望めない。そこで，以下について実践例を紹介したい。

　⑴　学習支援・学力向上に関すること

　⑵　校務の軽減に関すること

3．実践の実際

⑴　学習支援・学力向上に関すること

　生徒の学力向上を図るためには，新しい教育の動向を見極めながら，教師が常に研鑽をして

いくことが肝要である。同時に ICT 機器等を導入し，教育効果が高いものは積極的に導入して

いくことが，これからの教育に求められている。そこで，全てを網羅することはできないが，

実践の中で有効であったものを紹介する。

ア　デジタルペン

　先進的な ICT 教育の方向性として，タブレット端末を活用した実践例が多く見られる。タ

ブレットの特性を生かし，生徒に確かな学力を身につけさせていきたい。ただ，学校現場の

多くで以下のように整備に係る課題も見られる。

①　１人１台またはグループ１台を整備する予算面の問題

②　通信環境を含めた校内 LAN や Wi-Fi 等の機器整備に付随する周辺整備の問題

③　多機能な機能を使いこなすための指導する教師側の問題

④　インターネットに接続した場合の情報モラルや学習に関係しない無関係なサイト閲覧な

ど生徒指導上の問題

⑤　今までの指導法で十分であり，新しい指導法や ICT などを活用した授業に関心を示さな

い教員の問題

　そこで大日本印刷（以下 DNP）のデジタルペンを導入し，学習に生かすことにした。デ

ジタルペンは専用のペンを使って専用紙に記述をすると，リアルタイムで教師や他のパソ

コンにその情報が転送できるシステムである。多機能のタブレット程，高価でなく，学校

の配当予算を工夫すれば，整備ができる価格である。私は現在まで２校の勤務校で導入で

きた。また，操作が非常にシンプルで生徒はいつもの学習のようにノートに記述する要領

で学習を進めると，教師のパソコンに記述した内容が転送される。このシステムの素晴ら

しい点は，学習を進める上で，授業者がいち早く生徒の考えや間違いを把握できることで

ある。短い時間に，生徒の考えをキャッチできれば，発問や指導のバリエーションが増え，

教師の指導力は明らかに向上すると考える。また，学習のつまずきや遅れがある生徒に対

して，即座に把握し，机間指導や個別指導に結びつけることで，学力向上に結びつけるこ

とができる。さらに，グループでの活用では，話し合いながら考えを練り上げていく「主

体的・対話的で深い学び」に結びつけていくことが可能である。
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イ　フラッシュカード

　英語学習でよく使われているフラッシュカードは，繰り返しの学習に有効である。ただ，

教材を担当教員全員分整備することは難しく，１学年で１セットが一般的である。また，

英語の教員に話を聞くと，自分が授業をした後に並び直して返却しないと次の授業や次の

授業者に迷惑がかかり，活用が滞る場合があるとのことであった。私が作成したフラッシュ

カードは，①英語だけでなくどの教科でも使えること。②シンプルな操作と仕組みにし，

誰でも簡単に使えること。③エクセルを使ったソフトにし，希望があれば，フリーで誰に

でも分けてあげられることをコンセプトに図１のようなソフトにした。現在，各方面から

希望があり，活用が広がりつつあり，生徒の基礎学力向上につながっている。

 

　　　　　　図１　フラッシュカードの TOP 画面　　　図２　フラッシュカードの基礎データ入力用画面

　図２は，基礎データを作成する画面である。左側の列（Ｂ列…非表示にしてある）にデー

タを入力していくと，フラッシュカードが完成する。また，右側の列（Ｐ〜の列…非表示

にしてある）のデータをＢ列に値貼り付けを行うとどの教科のフラッシュカードにも変更

できる。この部分を生徒に作成させると，大切な事項を学習者自身が整理する活動につな

がり，学習を更に主体的にすることができる。

ウ　度数分布による実態把握及び指導法の改善

　今までの多くの授業では学級の中間層に絞り授業を行う場合が多く，上位の生徒を伸ばし切

れていなかったり，下位の生徒を取りこぼした形で授業を行ったりしているという指摘を受け

ることが多かった。そこで，この度数分布による実態把握を行い，授業の分析を行うことにした。

　図３は授業中に行う，小テスト，単元テスト等の結果を入力し，簡単に度数分布を作成で

きるようにしたソフトである。エクセルで比較値を自動計算させ，グラフ化させる。簡単な

マクロを使っているが，基本的にはエクセルの基本機能を利用している。この比較値とは偏

差値のことであるが，偏差値が正しく理解されていないという学校現場の実態もあると聞い

たので，「比較値」という表現にしている。

　　　　　図３　度数分布作成ソフト　　　　　　　　　　図４　度数分布のグラフ
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　完成したグラフを見ると，行ったテストの学年や学級の傾向を視覚的に捉えることがで

きる。この結果を基に結果的に次時の授業の工夫改善を行っていくと，指導力は明らかに

改善されていくと考える。図４では３段階の 45 − 55 未満の生徒がやや少ないこと，下位

層の 35 未満の生徒が約６％いることが分かる。指導法を振り返るとき，下位の生徒の存

在が確実に分かるので，これらの生徒をどう伸ばしていくか，５段階で２や３の段階の生

徒をどのような工夫をして上位に引き上げていくかを考えることが短時間でできる。

　　　エ　学力分析ソフト

　図５の自作した学力分析ソフトを活用することにより，客観的な成績データをいち早く把

握し，そのデータを元に分析を加え，教師自身が指導法の自己点検をしたり，生徒の定着度

を把握したりでき，指導法の改善につなげることができた。同時に学級の特徴や個々の生徒

のデータにより，集団や個をどう伸ばしていくか検討する資料を容易に手にすることができ

るようになった。生徒にとっては自分がつまずいているところ，得意としているところを教

師が理解してくれ，困り感やもっと伸ばしたい内容を教師と共有できるようになった。その

ことで，学習への抵抗感が減り，より学習が身近に感じられ，自分の伸ばす内容や教科が自

覚でき，自ら学んでいこうという意欲が湧いているのではないかと考える。

　このソフトを通して，生徒の学習の定着度を確認すると共に，ソフトを活用し，生徒の学

習意欲の喚起とつまずきの早期発見を行い，学力向上に結びつける。また，様々な視点から

分析を加えることで，教師が指導方法の再点検を行い，学力定着のための手だてを講ずるこ

とができる。データとしては知能検査，定期テスト，実力テスト，鹿児島定着度調査や全国

学力学習状況調査等のデータを扱える。そこで，分析用のデータはセキュリティを高める為

に物理的に持ち出しが不可能な学校内のサーバーに置いた。また，２段階でパスワードの入

力を求め，個人情報の保護に努めた。一方，データ流失の多くが人的なものであるので，教

職員の個人情報の取り扱いについて研修を行い，運用を確実にしていく必要がある。

　　　

　　

図５　学力分析ソフト TOP 画面　　　　　　　図６　度数分布のグラフ

　　　（ｱ）　度数分布による分析

①　図６は前述ウの度数分布作成ソフトを改良し，組み込んだものである。このシート

では３つの分析を行えるようにした。１つ目が色分けによる比較値の絞り込みである。

これは，学習内容が理解できている生徒と指導が必要な生徒を明らかにするためであ

る。教師が数値を自由に入力して設定ができるので，授業の内容によって設定の数値
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を上げたり，下げたりすることが可能である。成績が下位の生徒については，特別な

配慮が必要な場合もあり，丁寧な指導や声かけをしていく必要があること，教師間で

情報を共有し，連携しながらチームで学力の落ち込みの解決策や指導の手だてを練っ

ていく必要があることなど，指導計画を立案する基礎資料になる。

　　　　　②　成績上位の生徒の洗い出し

　同じように成績上位の生徒については，授業を牽引するリーダーにしたり，新しい

意見を引き出すことができたりする教師のサポーターになれる可能性がある。また，

発展的な学習課題を用意することによって，より学習内容の深化を図ることができ，

更に学力を伸ばすことが可能になってくる。

　　　　　③　学級の傾向をつかむ

　前述ウの度数分布作成ソフトと同様に，学年や学級の傾向を捉え，指導に生かすこ

とができる。指導法を振り返る時，下位の生徒を引き上げ，どう伸ばしていくか，上

位の生徒をさらにどのような工夫をして伸ばしていくかを考え，授業改善を進めたい。

　　　（ｲ）　相関分析による分析

　この相関分析では，過去のテストと今回のテストの相関や他教科との相関をとることに

よって，生徒の得意とする能力やつまずきの要因を見つけ出すヒントを得ることができる。

比例する帯の部分がほぼ相関がとれているので，次の順で指導するターゲットの絞り込み

をして，指導に生かすことができる。知能検査と定期テストの相関，標準学力検査との相

関，教科間の相関等をとることで，生徒の実態把握，特に得意分野や苦手意識を持ってい

る領域等を探る手だてになる。また，相関分布を取ることによりある教科に苦手意識を持っ

ている生徒でもそれ

を克服するヒントが

見い出せるチャンス

がある。また，相関

分析を知能検査と標

準学力検査で行うと，

各教科や全体でのオ

−バーアチーバーや

アンダーアチーバー

を判定することがで

きる。一般的にアンダーアチーバーは努力によって「伸び代」が大きいので，励まし努力

をさせることで，より学力を高めていける可能性がある。反対にオーバーアチーバーは「頑

張りすぎ」の場合もあるので，声かけを十分留意し，息切れさせないような工夫が必要で

ある。同様の考え方で各テストも分析を加えると，指導の一助になると考えられる。

　　　（ｳ）　比較値推移による分析
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　ここでは，比較値の推移を表示することにより，今回のテストが前回のテストより良かっ

たか，逆に悪くなったかを教師が見て，一人一人に声かけをするために用意したものであ

る。学級担任は定期テストの成績表を生徒に渡すとき声かけができるが，教科担任は成績

が出そろわない中で，採点が終わり次第，テスト返却を行う場合が多く，全体の傾向を掴

んだ上で賞賛や励ましの声を掛けにくい。そこで，少しテスト返却の時より遅れるが，担

当の教科で一人一人の成績推移を見て，声かけをすることで生徒の励みになる。また，担

当の教科が上がっており，他の教科が下がっている場合の声かけやその逆の声かけも工夫

することができる。そうすることで，早いサイクルで生徒のつまずきを把握したり，励ま

しを行ったりして，学習意欲を高めていくことができると考える。

　　　　　　　　　　　　　　　　　図８　比較値推移

　　　（ｴ）　活用例

　現在は授業やテスト，成績処理等に直接関わることが少ないが，このソフトの作成に関

わり，その観点で，授業の実践を参観すると，発見や気づきも多い。

　　　　　①　授業参観での例（H.25. ７月上旬　６校時　１年英語）

　研究授業の授業参観をした際，１年生はまだ，

英語の定期テストの結果が集計されていなかっ

たので知能検査と標準学力検査の国語で相関を

とり，事前に２人の生徒を視点生としてピック

アップして研究授業に臨んだ。１人は知能偏差

値が 64 と高い値にも関わらず，学習の定着が良

くなかった。その後の英語の比較値の推移でも，

（45　40　36　44）であった。その原因として，図９に示すように，単語を一つのまと

まりとして認識しておらず，多くのページで同じように書いていた。知能検査と他教科

の相関であったが，この相関分析で授業前にピックアップしたことで，この生徒がどこ

につまずいているか注目して見ることができ，教科担任にアドバイスしたことで，次第

に成績の向上もみられた。

　　　　　②　研究授業の例（H.25. ７月中旬　２年　数学）

　この授業では，授業者が分析ソフトを使って，生徒の学力について分析を加えた。
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この学校の数学の成績は徐々に伸びてきてはいるものの，指導者の熱意が生徒の成績

向上に直結しておらず，まだ苦戦をしている教科であった。そこでこの授業者は，数

学の落ち込みを指導案の分析の中に盛り込み，指導法の工夫を行った。自分の教科が

伸び悩んでいることを個人や教科内に留めず，公にすることができるようになり，教

科の枠を超えて指導していこうという気風が育ったのは大きな成果であった。

図 10　指導案の抜粋（学力分析を行っている箇所）

　　　　　③　研究授業の例②（H25.12 月上旬　　１年　理科）

　この授業では，分析ソフトの度数分布のページでピックアップした生徒をリーダーと

して班づくりを行った例である。指導案には座席表と共に

数字□囲みがある生徒

　　　　　　　学力分析ソフトの結果から，話し合いの中心としてまとめると考える生徒

　　　　　　　　（　標準学力検査 55 以上　かつ　２学期中間テスト 80 点以上）

と表記している。授業を活性化させるため，授業のリーダーを見つけ，力を引き出して

いこうとする取り組みで，上記の②と共に，確実に教師の指導観に変化が現れてきた。

オ　入試結果分析ソフト

　鹿児島県教育委員会は生徒，保護者の同意を得た生徒の公立高校の入試結果を該当の中学

校に示すことが出来るようにした。このシステムを活用し，各学校で分析や研修を行い，指

導法の改善につなげるのが主なねらいである。そこで学校に開示された入試結果を基に指導

図 11　高校入試分析ソフトの TOP 画面　　　　図 12　高校入試結果から授業分析を行う

法の改善につなげ，進路指導の一助になればと思いソフトを作成した。図 11 は高校入試分

析ソフトの TOP 画面で，学力分析ソフトとデータをリンクさせており，図 12 や図 13 の分

析を関連づけてできるようにしてある。図 12 は高校入試の得点，各教科 90 点，総点 450 点

をそれぞれ 100 点，500 点満点に換算し，学校の定期や実力テストと高校入試の得点がどれ



−274−

鹿児島大学教育学部教育実践研究紀要　第27巻（2018）

くらいの水準にあるか比較できるようにしたものである。これにより，これからのテストの

難易度や授業の工夫改善に結びつけられればと思う。図 13 は過去の卒業生の開示得点を元

に，三者面談等で活用を図るために作成した。

図 13　三者面談等での活用例

4．校務の改善に関すること

　平成 28 年３月 14 日の参議院予算委員会における総理答弁では，長時間労働の抑制については

「非常に重要である。」と答弁しており，同時に，働き方改革の一つとして長時間労働の是正を重

要な柱の一つとして位置付けている。この実態は，教育現場においても同様であり，教員の働き

方も早急に改善すべき課題である。そこで，本校でも教員の働き方を見直し，教育の質を担保し

ながら，改革を進めることにした。

　⑴　出退勤記録

　教員の勤務実態を把握する方法と

して，①自己申告による方法，②タイ

ムカードによる方法，③パソコンの自

動記録による方法，④  IC カードによ

る記録方法等が一般的であるが，生徒

や保護者への対応，持ち帰りの業務

等も多岐にわたり，時間のみで区別できない面がある。そこで，本校では出退勤の記録をする

ことで，長時間の勤務にならないように自分でコントロールすること，教育公務員特例法の第

21 条に「教育公務員は，その職責を遂行するために，絶えず研究と修養に努めなければなら

ない。」と規定されており，いわゆる研修権が保障されていることを受けて図 14 のように，本

務にあたるもの，自己研鑽に当たる自己研修，対外的な研究会などを区別して記録させること

にした。本校では，パソコンで自己申告する方法をとっているが，時間を超えて勤務する場合

には管理職に申請し，承認を受けるようにしている。また，電子印の使用を大学に認めてもらい，

申請や報告のための時間を大幅に割くこと

がないように留意した。

　⑵　OneNote による情報共有と連絡の迅速化

　校務の遂行にあたり，職員朝会，職員会議・

研修，学年・教科部会等，様々な会議が行われる。この中で，図 15 のように OneNote による
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情報共有を図ることで，会議等の縮減ができるものがある。職員の中には当初，戸惑う者も見

られたが，運用を始めて半年ぐらいで，学校に欠かせないツールになっている。また，行事予

定・職員の動静・諸連絡と詳細なデータのリンク先，入力用シートのリンクを設けているので，

大幅な業務削減につながっている。

　⑶　ペーパーレス化

　職員会議等で様々な資料が幾種類も出されて会議が進むが，限られた時間にすべて読み込む

ことは難しく，「後で読み直そう」と考えるものの次の業務に追われ，じっくり読み直す時間

表２　平成 28，29 年のコピー枚数の比較（４〜７月）

も取りにくい。そこで，会議資料を可能な限り PDF 化し，ノートパソコンやタブレットで閲

覧しながら会議を進めることにした。また，タブレット等が準備できない職員のためにパソコ

ンのデータをプロジェクタで投影し，会議を進めている。上の表２は，コーピー機使用枚数を

平成 28 年と 29 年の４〜７月で比較したものである。ペーパーレスを始める前と始めた後では

１か月当たり約 8,500 枚の節約になっている。教職員数を 40 人とすると１人当たり約 200 枚

の節約になっており，コピーの時間，帳合の時間等を考えても大幅な業務の削減につながって

いる。

　  ⑷　指導要録の電子化

　校務支援の１つとして，出席簿，健康観察簿，成

績処理，通知表，指導要録，調査書等を電子化して

教員の業務削減が図られつつある。本校では，10 数

年前から電子化できるものは電子化に移行し，一昨

年度までに，出席簿・成績処理・通知表（一部）・調

査書をパソコン処理している。そこで昨年は図 16 の

ように指導要録を電子化し，業務の軽減を図った。

市販の校務支援ソフトを導入している自治体もある

が，本校のように単独で導入しないといけない学校では，それぞれのシステムを統合化する方

法と校務支援システムを導入する方法の両方を比較して，より業務の削減を図れるものを導入

していきたい。

　⑸　自動採点システムの導入

　学校におけるテストの問題作成，採点は教員の業務の中で，短期間に集中して処理を行う必
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要があるため，教師の多忙感を感じさせる大きな要因である。そこで，テストに関わる業務を

軽減できないか検討した結果，問題作成については，教師の問題作成能力を鍛え，より良い授

業づくりに今後も役立つと考え，従来通りとすることにし，採点業務に注目して，業務の軽減

を図ることにした。ＤＮＰのＡＢＣ（Answer　Box　Creator）を導入し，採点業務の軽減を図っ

た。導入にあたっての利点は次のとおりである。

①　マークシートによる自動採点が可能で，記述式の答案にも対応。

②　部分点にも対応し，得点集計も自動で行う。

③　単元テストや小テストにも対応し，生徒が自

己採点をしたり，デジタルペンとの組み合わせ

で，幅広く学力向上を目指したりできる。

④　職員数に関係なく，学校ライセンスであり，

非常勤講師等が採点に参加しても対応できる。

⑤　アンケート等にも対応でき，工夫次第でさら

に業務の軽減ができる。

　表３は，本校のテストで，導入前と導入後の教員のテスト処理にかかる時間を比較したもの

である。採点に要した時間は平均で 7.5 時間であり，6.4 時間の短縮になっている。

　⑹　生徒サポート係の新設

　どの学校においても学校に登校ができなかったり，登校できても保健室や別室で学習したり

している生徒が見られる。そこで，本校ではストレスマネジメント教育を進め，生徒が自らス

トレスをコントロールできる力を育てている。また，教育相談の充実やスクールカウンセラー

との連携により教室復帰を目指している。

　さらに，「生徒サポート」係を校務分掌に位置付け，担任や一部の教師だけに負担が偏らな

いようにしている。本年度から始めた方式であるが，担任や養護教諭の負担は明らかに軽減さ

れた。これを継続し，生徒の教室復帰の支援と教員の業務負担を推進していきたい。

5．おわりに

　学校においては生徒の学力向上と教員の業務削減という，両面を解決していかなければならな

い。生徒の学力保障を第一に，教職員が心身に余裕を持ち業務に邁進してもらいたい。本資料の

中には，参考にしにくいものもあるが，本校や私が実践したものを紹介することで，少しでも多

くの学校で参考になれば幸いである。過去の勤務校の職員や現在の職員は精一杯，生徒や保護者

と向き合っている。本資料には今まで関わった教職員の協力や実践が数多く含まれている。この

紙面をお借りして，感謝し，その先生たちに報いていきたい。

6．参考文献等　文部科学省初等中等教育局（2017）教員勤務実態調査（平成 28 年度）の集計（速報値）

について http:/ /www.mext.go.jp/ . . . /afieldfile/2017/04/28/1385174_002.pdf（参照日 2017.08. 27）

表 3　ABC を導入前と後のテスト処理時間




